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上場会社名 株式会社ワイズテーブルコーポレーション 

 （コード番号：2798 東証マザーズ） 

代 表 者  代表取締役社長   金山精三郎 
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問 合 先  専務取締役管理本部長  庄司 靖 

T  E  L  （03）3200-4655 

 （URL  http://www.ystable.co.jp） 
 
 
 
 1．業績      
          
  （1）平成17年2月期第1四半期の業績概況（平成16年3月１日～平成16年5月31日） 
     

 平成17年2月期第1四半期 

（当四半期） 
対前年増減率 前期（通期） 

 百万円 ％ 百万円

売上高 1,370 ― 4,950 

営業利益 30 ― 263 

経常利益 15 ― 256 

第1四半期(当期)純利益 5 ― 126 

総資産 2,173 ― 1,945 

株主資本 856 ― 776 

    
     
  （2）部門別売上高 
 

 平成17年2月期第1四半期 

（当四半期） 前期（通期） 

 金額 構成比

対前年増減率

金額 構成比

 百万円 ％ ％ 百万円 ％

ＸＥＸグループ 1,008 73.6 ― 3,449 69.7

カジュアルレストラングループ 361 26.4 ― 1,500 30.3

合計 1,370 100.0 ― 4,950 100.0

   （注） ①売上高及び部門別売上高には、消費税は含まれておりません。 
②前年同四半期については、四半期決算を行っていないため記載を省略しております。 

        ③平成17年2月期第1四半期の貸借対照表、損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書については、株式会社
東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」の別添に定め
られている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づき、新日本監査法人の意見表明を受け
ております。 

      ④百万円未満の数字は、切り捨てて表示しております。   
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 2．業績の概況（平成16年3月１日～平成16年5月31日） 
 
  （1）業績 
 

当第 1 四半期におけるわが国経済は、企業業績の改善などから景気全般が回復の基調にあり、また個人消費に

ついても持ち直しの兆しが見られることから、今後の消費回復が期待されるところであります。 

しかしながら外食業界におきましては、引き続き厳しい経営環境下にあり、市場規模の縮小や既存店舗の前年

割れが恒常化しおります。また米国でのＢＳＥ問題や鳥インフルエンザの発生により消費者の不安感が増大して

おり、今後も予断を許さない状況にあります。 

このような環境下、当社は、収益性の高い事業に経営資源を集中させるべく、当社の主力コンテンツであるイ

タリアンブランドの店舗展開を行うことに注力してまいりました。具体的には、平成 16 年 3 月に高級イタリア

ン業態の「The Kitchen Salvatore Cuomo」をＪＲ東海名古屋駅ビル（ＪＲセントラルタワーズ）への出店を行

うと同時に、平成 16年 4月より、PIZZA(ピッツァ)のデリバリー事業をスタートいたしました。デリバリー事業

につきましては、東京都内において「PIZZA SALVATORE CUOMO」のブランドで展開しており、平成 16年 4

月に白金、同年 5月には代官山にオープンいたしました。また、既存店舗の収益性向上を図るべくブライダル事

業部門を設置し、XEXブランドの高級店舗におけるブライダル獲得を推進いたしました。 

この結果として売上高 1,370,210 千円、営業利益は、30,638 千円、経常利益は、15,040 千円を計上し、第 1

四半期純利益は、5,833千円となりました。 

 
 
 
  （2）キャッシュ・フローの状況 
 

 当第1四半期会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により105,451千円減少、投

資活動により369,821千円減少し、財務活動により228,759千円増加して、その結果、当第1四半期会計期間の資金

は、460,859千円となり、当該期間で246,513千円減少しました。 

 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 当該期間において、上述のとおり営業活動の結果使用した資金は主に、新規出店に伴うリース資産購入のため

の立替金の増加による支出105,000千円及び、前期に計上した未払法人税等の納税に伴う支出75,039千円によるも

のであります。 

 

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

当該期間において、上述のとおり投資活動の結果使用した資金は主に、新規出店に伴う設備投資資金の増加であ

り、有形固定資産の新規取得として223,791千円の支出及び、敷金及び保証金として9,378千円の支出をしており

ます。 

 

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

 当該期間において、上述のとおり財務活動の結果増加した資金は、主に第三者割当増資による調達が65,559千

円のほか、新規出店等に伴う金融機関からの長短借入金による収入200,000千円であり、一方で同返済による支出

36,800千円があります。 
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3．当期の見通し（平成16年3月１日～平成17年2月28日） 
 
      

1株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 2,752 148 80 0 0 － － － －

通 期 6,444 400 216 － － 0 0 0 0
 
 

 当第1四半期は、今後の収益基盤確立のために、デリバリー事業をスタートさせるなど、新規事業に積極的に

取り組んでまいりました。 

 当期の見通しにつきましては、第1四半期において、期初の株式上場関連費用や新規事業の開始に伴う先行投資

負担等がかかっておりますが、当該事業は順調に立ち上がっており、通期での収益寄与は十分に期待できるもの

と考えております。よって、平成16年4月21日に公表した業績予想に変更ありません。 

上記当期の見通しにつきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業

績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 



 
4．四半期貸借対照表及び損益計算書並びに注記事項 
   
  ①四半期貸借対照表

(単位：千円) 

第6期第1四半期会計期間末 
平成16年5月31日現在 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成16年2月29日現在 

科目 

金額 構成比 金額 構成比

 ％  ％

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  460,859 707,373 

２ 売掛金  204,401 186,981 

３ たな卸資産  60,143 64,172 

４ 立替金  105,000 － 

５ その他  107,666 84,143 

流動資産合計  938,070 43.2  1,042,670 53.6

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   ※1   

(1) 建物  415,908 389,934 

(2) 器具備品  200,531 207,308 

(3) 建設仮勘定  197,535 7,178 

(4) その他  37,029 37,965 

 有形固定資産合計  851,005 642,386 

２ 無形固定資産  41,672 37,424 

３ 投資その他の資産   

(1) 敷金及び保証金  309,586 210,208 

(2) その他  33,447 12,782 

 投資その他の資産合計  343,034 222,990 

固定資産合計  1,235,712 56.8  902,802 46.4

資産合計  2,173,782 100.0  1,945,472 100.0
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 (単位：千円) 

第6期第1四半期会計期間末 
平成16年5月31日現在 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成16年2月29日現在 

科目 

金額 構成比 金額 構成比

 ％  ％

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  199,971 153,999 

２ 短期借入金  200,000 100,000 

３ 一年以内返済長期借入金  167,200 147,200 

４ 未払金  312,076 295,002 

５ 未払法人税等  2,818 75,006 

６ 未払消費税等     22,972 27,242 

７ ポイント引当金  30,896 30,084 

８ その他  21,342 14,594 

流動負債合計  957,278 44.0  843,129 43.3

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金  207,700 164,500 

２ 長期未払金  33,388 40,807 

３ 預り保証金  118,717 120,690 

固定負債合計  359,805 16.6  325,997 16.8

負債合計  1,317,084 60.6  1,169,127 60.1

(資本の部)  

Ⅰ 資本金  303,000 14.0  186,000 9.5

Ⅱ 新株式払込金        ※２  － －  248,400 12.8

Ⅱ 資本剰余金   

 １ 資本準備金  330,920 125,000 

    資本剰余金合計  330,920 15.2  125,000 6.4

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  3,250 3,250 

２ 任意積立金  4,000 4,000 

   ３ 第1四半期（当期）未処分利益 215,528 209,694 

       利益剰余金合計 222,778 10.2  216,944 11.2

資本合計  856,698 39.4  776,344 39.9

負債及び資本合計  2,173,782 100.0  1,945,472 100.0
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②四半期損益計算書 

(単位：千円) 

第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 科目 

金額 百分比 金額 百分比

  ％  ％

Ⅰ 売上高  1,370,210 100.0  4,950,638 100.0

Ⅱ 売上原価  1,175,140 85.8  4,127,722 83.4

売上総利益  195,069 14.2  822,916 16.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  164,430 12.0  559,725 11.3

営業利益  30,638 2.2  263,191 5.3

Ⅳ 営業外収益      ※２  1,518 0.1  13,685 0.3

Ⅴ 営業外費用      ※３  17,116 1.2  20,531 0.4

経常利益  15,040 1.1  256,344 5.2

Ⅵ 特別損失       ※４  213 0.0  9,178 0.2

税引前第1四半期（当期）
純利益 

 14,827 1.1  247,166 5.0

法人税、住民税及び事業税  2,850 117,893 

法人税等調整額  6,142 8,993 0.7 2,389 120,282 2.4

第1四半期（当期）純利益  5,833 0.4  126,884 2.6

前期繰越利益  209,694  82,810

第1四半期（当期）未処分
利益 

 215,528  209,694
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③四半期キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円) 

第6期第1四半期会計期間
自 平成16年 3月 1日
至 平成16年 5月31日

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 科目 

金額 金額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前第1四半期（当期）純利益 14,827 247,166 

減価償却費 35,498 164,567 

ポイント引当金の増加額 811 1,690 

預り保証金の減少額 △1,972 △6,646 

受取利息 △127 △9 

保険解約返戻金 ― △6,513 

支払利息 2,046 11,304 

新株発行費 8,960 ― 

固定資産除却損 213 9,178 

売上債権の増加額 △17,419 △57,205 

未収入金の増減額 575 △575 

たな卸資産の増減額 4,028 △20,394 

前払費用の増加額 △5,580 △13,435 

立替金の増加額 △105,000 ― 

仕入債務の増加額 45,972 28,038 

未払金の増減額 △9,752 172,016 

未払費用の増減額 4,091 △35,116 

前受金の増加額 1,737 312 

預り金の増減額 549 △847 

未払消費税等の増減額 △4,269 10,855 

その他の増減額 △3,900 1,549 

小計 △28,711 505,937 

利息の受取額 229 9 

利息の支払額 △1,931 △11,057 

法人税等の支払額 △75,039 △133,414 

営業活動によるキャッシュ・フロー △105,451 361,473 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △223,791 △323,627 

貸付金の増減額 ― △1,390 

貸付金の回収による収入 250 ― 

貸付けによる支出 △20,675 ― 

敷金及び保証金の増加による支出 △99,378 △28,998 

無形固定資産の取得による支出 △5,380 △34,266 

保険積立解約による収入 ― 37,702 

その他投資等による支出 △20,846 △9,652 

投資活動によるキャッシュ・フロー △369,821 △360,233 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額 100,000 △69,750 

長期借入金の調達による収入 100,000 200,000 

長期借入金の返済による支出 △36,800 △113,266 

新株式払込金による収入 ― 248,400 

増資による収入 65,559 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー 228,759 265,384 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △246,513 266,624 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 707,373 440,748 

Ⅵ 現金及び現金同等物の第1四半期末（期末）残高 ※１ 460,859 707,373 
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

（１）たな卸資産 

原材料 

      主として最終仕入原価法 

貯蔵品 

      最終仕入原価法 

（１）たな卸資産 

原材料 

      同左 

貯蔵品 

      同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

（１）有形固定資産 

   定率法によっております。 

   但し、平成10年4月以降に取得した

建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次の通りで

あります。 

   建物    耐用年数 3年～18年

   構築物   耐用年数  20年 

   車両運搬具 耐用年数 3年～6年

   器具備品    耐用年数  2年～15年

（２）無形固定資産 

   定額法によっております。 

   尚、耐用年数は商標権については

10年で、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利

用可能期間5年であります。 

（３）長期前払費用 

   定額法によっております。 

（１）有形固定資産 

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）無形固定資産 

    同左 

 

 

 

 

（３）長期前払費用 

    同左 

３ 繰延資産の処理方法 （１）新株発行費 

新株発行費は支出時に全額費用

処理しております。 

（１）新株発行費 

同左 

４ 引当金の計上基準 （１）ポイント引当金 

将来の『ポイントシステム』の

ポイント利用による売上値引に

備えるため、翌期以降に利用さ

れる可能性のあるポイントに対

し全額を計上しております。 

（１）ポイント引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 
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項目 
第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 
金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているもの

については、特例処理を採用し

ております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）（ヘッジ対象） 

   金利スワップ  借入金の利息 

③ ヘッジ方法 
   借入金の変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っ

ておりヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
金利スワップの特例処理の要件

を満たしているため有効性の判

定を省略しております。 

① ヘッジ会計の方法 
同左 

 

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ ヘッジ方法 

同左 

 

 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 

７ 四半期キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

（１） 四半期キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

（１） キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 
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項目 
第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

８ その他四半期財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

（１）消費税及び地方消費税の会計処

理 

    消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式にて処理してお

ります。 

（２）                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）                              

（１）消費税及び地方消費税の会計処

理 

同左 

 

 

（２）自己株式及び法定準備金取崩等

会計 

    当事業年度から「企業会計基

準第1号 自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基準」

（平成14年2月21日 企業会計基

準委員会）を適用しております。

 なお、これによる当事業年度の

損益に与える影響は、ありませ

ん。 

    なお、当事業年度から「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則の一部を改正する内

閣府令」（平成14年3月26日内閣

府令第10号）に基づき、資本の部

は資本金、資本剰余金、利益剰余

金及びその他の科目をもって掲記

しております。 

（３）1株当たり情報 

    当事業年度から「企業会計基準

第 2号 1 株当たり当期純利益に関

する会計基準」及び,「企業会計

基準適用指針第 4号 1 株当たり

当期純利益に関する会計基準の適

用指針」を適用しております。 

 なお、これによる当事業年度の

1株当たり情報に与える影響はあ

りません。 

 

注記事項 

 

(四半期貸借対照表関係) 

 

第6期第1四半期会計期間末 
平成16年5月31日現在 

前事業年度 
平成16年2月29日現在 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

502,104千円 

 

※２                    

 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

467,758千円 

 

※２  平成16年2月29日を払込期日とする新株式600

株（1株の発行価額450千円）の払込によるも

のであります。なお、平成16年3月１日付け

で、資本金 90,000 千円及び資本準備金

158,400千円をそれぞれ組入れております。 
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(四半期損益計算書関係) 

 

第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

※１．販売費及び一般管理費のうち主なもの 

 役員報酬           13,740千円 

 給与手当            39,853千円 

 法定福利費            4,876千円 

 地代家賃            5,745千円 

 支払手数料           34,873千円 

 広告宣伝費          27,185千円 

  従業員募集費           9,825千円 

※２．営業外収益のうち主なもの 

 受取利息             127千円 

  預り保証金戻入益        1,028千円 

 

※３．営業外費用のうち主なもの 

 支払利息            2,046千円 

 公開関連費用          6,078千円 

 新株発行費           8,960千円 

※４．特別損失のうち主なもの 

固定資産除却損           213円 

尚、固定資産除却損の内訳は、次の通りです。 

   車輌運搬具           213千円 

     合  計                  213千円 

 

 

５．減価償却実施額 

 有形固定資産         34,366千円 

 無形固定資産                   1,132千円 

 

※１．販売費及び一般管理費のうち主なもの 

   役員報酬            54,960千円 

   給与手当           146,017千円 

   法定福利費           15,803千円 

   地代家賃           28,901千円 

   支払手数料          183,169千円 

   広告宣伝費          25,309千円 

   従業員募集費         13,800千円 

※２．営業外収益のうち主なもの 

   受取利息              9千円 

      預り保証金戻入益        4,272千円 

      保険解約返戻金         6,513千円 

※３．営業外費用のうち主なもの 

   支払利息           11,304千円 

   公開関連費用          8,551千円 

 

※４．特別損失のうち主なもの 

固定資産除却損        9,178千円 

尚、固定資産除却損の内訳は、次の通りです。 

  建物                        6,400千円 

 車輌運搬具            236千円 

   器具備品                    2,541千円  

   合  計                 9,178千円 

５．減価償却実施額 

   有形固定資産         162,874千円 

   無形固定資産                   1,693千円 

 
 
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

※１ 現金及び現金同等物の第1四半期末残高と第1四

半期貸借対照表科目との関係（平成16年5月31日現

在） 

 

現金及び預金      460,859千円 

現金及び現金同等物   460,859千円 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表科

目との関係（平成16年2月29日現在） 

 

 

現金及び預金      707,373千円 

現金及び現金同等物   707,373千円 
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(リース取引関係)  

 
第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び第1四半期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

 建物 器具備品 合計  建物  器具備品 合計 

取得価格相
当額 

71,280千円 112,735千円 184,015千円
取 得 価 額
相当額 

71,280千円 112,212千円 183,493千円

減価償却累
計額相当額 

60,494千円 45,906千円 106,400千円
減価償却累
計額相当額

57,303千円 40,600千円 97,904千円

第1四半期末
残高相当額 

10,785千円 66,829千円 77,615千円
期 末 残 高
相当額 

13,976千円 71,612千円 85,589千円

  

② 未経過リース料第1四半期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

     １年以内           28,895千円      １年以内                 29,781千円 

     １年超             52,623千円      １年超                 57,382千円

      合計             81,518千円       合計            87,164千円  

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

     支払リース料            10,258千円 

     減価償却費相当額         8,949千円 

     支払利息相当額           1,421千円 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

    ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

     支払リース料             32,535千円 

     減価償却費相当額         28,276千円 

     支払利息相当額            3,875千円 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

 

利息相当額の算定方法 

      同左 

 

(有価証券関係) 

第6期第1四半期会計期間末（平成16年5月31日現在) 

該当事項はありません。 

前事業年度（平成16年2月29日現在) 

該当事項はありません。 
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(デリバティブ取引関係) 

第6期第1四半期会計期間末（平成16年5月31日現在) 

該当事項はありません。尚、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用してお

りますので注記の対象から除いております。 

前事業年度（平成16年2月29日現在) 

該当事項はありません。尚、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しており

ますので注記の対象から除いております。 

 (持分法損益等) 

第6期第1四半期会計期間末（平成16年5月31日現在) 

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

前事業年度（平成16年2月29日現在) 

関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

  

 (1株当たり情報) 

 
第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

1株当たり純資産額                   128,633円42銭

1株当たり第1四半期純利益                883円98銭

潜在株式調整後1株当たり第1四半期純利益 

                     851円08銭

1株当たり純資産額                   89,786円53銭 

1株当たり当期純利益                 21,578円92銭 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益につい

ては、新株予約権残高がありますが、当社株式は非上

場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均

株価が把握できませんので、記載しておりません。 
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 (注１) 1株当たり第1四半期純利益及び潜在株式調整後1株当たり第1四半期純利益の算定上の基礎は以下の通り

であります。 

 

項目 
第6期第1四半期会計期間
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

第1四半期（当期）純利益（千円） 5,833 126,884

普通株式に係る第1四半期（当期）純利益（千円） 5,833 126,884

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（千円） ― ―

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 6,599 5,880

潜在株式調整後1株当たり第1四半期（当期）純利益の算

定に用いられた第1四半期（当期）純利益調整額の主要な

内訳（千円） 

― ―

第1四半期（当期）純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後1株当たり第1四半期（当期）純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な内訳（株） 

    新株予約権 255 ―

普通株式増加数（株） 255 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 
―

平成15年5月30日開

催の定時株主総会によ

る平成15年11月4日発行

の新株予約権（ストッ

クオプション）300個

（普通株式300株）。 

 

 (注２) 平成16年4月21日開催の取締役会において、次の通り株式分割による新株発行を決議しております。 

1. 平成16年7月16日付をもって1株につき、3株の割合をもって分割する。 

（分割によって増加する株式数） 

  普通株式       13,320株 

（分割方法） 

  平成16年5月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式1

株につき、3株の割合をもって分割する。 

2. 配当起算日  平成16年3月1日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における1株当たり情報 

1株当たり純資産額  29,928円85銭 

1株当たり当期純利益   7,192円98銭 

 

当該株式分割が当期首に行われたと仮定した場合の当第1四半期会計期間における1株当たり情報 

1株当たり純資産額  42,877円81銭 

1株当たり第1四半期純利益     294円66銭 

潜在株式調整後1株当たり第1四半期純利益     287円46銭 
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(重要な後発事象)  

 

第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

 

                     

 

 

(1) 公募増資 

 平成16年1月26日及び平成16年2月18日開催の取

締役会において、次の通り公募増資を決議し、平

成16年3月1日付けで発行済株式数及び資本金は次

の通りに増加しております。 

 発行株式数          600株 

 発行価額         414千円 

 発行価額の総額    248,400千円 

 資本組入額         150千円 

 資本組入額の総額    90,000千円 

 払込期日     平成16年2月29日 

 配当起算日    平成16年3月 1日 

 増資後の発行済株式数及び資本金 

   発行済株式数     6,480株 

   資本金      2億7,600万円 

 (2) オーバーアロットメントによる第三者割当増資 

 平成16年1月26日及び平成16年2月18日開催の取

締役会において、次の通りオーバーアロットメン

トによる第三者割当増資を決議し、平成16年4月1

日付けで発行済株式数及び資本金は次の通りに増

加しております。 

 発行株式数          180株 

 発行価額         414千円 

 発行価額の総額     74,520千円 

 資本組入額          150千円 

 資本組入額の総額    27,000千円 

 払込期日     平成16年3月31日 

 配当起算日    平成16年3月 1日 

 増資後の発行済株式数及び資本金 

   発行済株式数     6,660株 

   資本金       3億300万円 

(3) 株式分割 

 平成16年4月21日開催の取締役会において、次

の通り株式分割による新株発行を決議しておりま

す。 

1. 平成16年7月16日付をもって1株につき、3株の

割合をもって分割する。 

（分割によって増加する株式数） 

  普通株式   13,320株 

（分割方法） 

  平成16年5月31日最終の株主名簿及び実

質株主名簿に記載又は記録された株主の所

有株式1株につき、3株の割合をもって分割

する。 

2. 配当起算日   

平成16年3月1日 
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第6期第1四半期会計期間 
自 平成16年 3月 1日 
至 平成16年 5月31日 

前事業年度 
自 平成15年3月 1日 
至 平成16年2月29日 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における1株当たり情報     

1株当たり純資産額    22,735円87銭 

1株当たり当期純利益     7,375円24銭 

 

 当該株式分割が当期首に行われたと仮定した場合の

当事業年度における1株当たり情報 

1株当たり純資産額    29,928円85銭 

1株当たり当期純利益     7,192円98銭 
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